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電気通信の経済効果分析
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はじめに

所得と電話台数の聞には正の相関があることが知られ

ている。国別のクロスセクションデータでみると 1人当

りGDPと電話普及率には，第1図に示されるごとく，

Eの相関が見られる。これは所得が上昇すれば電話需要

が増し，電話会社による供給が行なわれて，電話の保有

加賀美充洋

台数が増加すると読めるが，逆の因果関係はどうなって

いるであろうか。すなわち電話（電気通信投資〉が増え

ることによる国民経済への影響は，大きいのかどうか。

これがこの小論の主題である。元来電気通信投資（ここ

では狭義に電報，電話，あるいはテレックス等による電

気を媒体とした電気通信を意味する。後半で情報化とい

う時には郵便，ラジオ，テレビ等を含めた広い概念を使

用する）の経済効果は，それほど大きくはないといわれ

てきた。特に発展途上国での電気通信投資の効果は，①

技術が過度に資本集約的であり雇用効果が小さu、，②

交換機，通信機器等自国で生産できるものが少なく，総

入依存度が非常に高い（国際収支を圧迫）等の理由，お
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上び通信は情報を伝達するメディアであって牛．療活動に

おいては一議の中間財のようなものであり，その効果は

直接的には計りがたいといった点等から過少評価されて

きfこ。

情報はトランスミ、ソトされて初めて活かされる。電気

通信投資はハードウェアとしてのメディアを靖すと同時

に経済活動における情報化を促進し，生産活動に貢献し

ている。情報を何らかの形で計測l可能にすれば，この通

信投資と情報を経済モデ、ルに組込んでその貢献度を分析

することができょう。ここではメディア．技術，および

情報サービス産業等から適当な指標を選び，その力o:Ji:>r
均によって情報水準を示す情報化指数を作成した。すな

わち通信投資の効果は社会の情報水準を上げ（情報化指

数の上昇）， さらに情報が生産活動を押しとげる効果を

持つと考える。具体的には電気通信投資の所得上昇効果

（乗数効果〕を，情報指数を中に入れて計測することで

ある。

これをブラジルの事例で検証するがまずIではブラジ

ルの電気通信事情を概観している。 Hではマクロモデ、ル

の説明と情報化指数を説明し，モヂルによる推計結果を

示してし、る。さらにモヂルを用いた簡単なシミュレーシ

ョンも行なわれる。国では結果の要約と今後の課題が述

べられる。なおこの小論は筆者も担当した「邑気通信総合

研究所の『開発途上国における電気通信の役’剖』 （第2

章1978年3月）〔 I〕が骨子になっている。その中でブラ

ジルの所を取り上げ，モデル等も修正を行なった。電気

通信総合研究所の直江震彦研究員および沖電気株式会社

の岩辺徳一郎氏には内容およびデータ収集等で大変お世

話になった。ここであらためて感謝したい。なお当然の

ことながら文中のミスは全て筆者の責任である。

I ブラジYレの電気通信事情

l. 沿革と組畿

通信部門にブラシル政府が一元的管理運営を行ないだ

したのは，1967年の通信省（Ministeriode Comunica~('jes) 

創設，および1972年におけるTelebras(T elecomunica('j~es 

Brasileiras S. A.）の設立からといえようのそれ以前は，

19世紀後半からはu、ったイギリス，アメリカ，およびカ

ナダ等の外国資本，あるいは州政府の会社常：がバラバラ

に電気通信サービスを行なっていた。

クビチェック大統領（1955～60年）によって行なわれた

震化学工業化政策（メタス計画i(, 1957～61年）において

通信網の繋備・拡充が工業化のためのインフラストラク

研究ノートー司司→

チャーとして重要だと認識され，それ以後政府は積極的

に通信部門の育成を行なってきた。主な施策としては，

下記のものがあった。

1962年： 「ブラジル電気通信法典」制定

1965年：ブラジル通信公社（Embratel）設立

1966年： Cia. Telefonica Brasileira （カナダ資本で肖

時圏内最大の電話会社）を買収

1969年：ブラジル郵便・電信公社（ECT）創設

軍事政権後（1964年）の経済開発計画における通信投

資の全投資計画に占めるシェアは，経済行動計画（1964

～66年） 2.2%，開発戦略計画（1968～70年） 3.7%，第

一次国家開発計画（1972～74年） 1.7%, および第二次

病家開発計爾（1975～79年）2.9%であった。これらの数

値は，日本の政府投資に占める通信投資の割合約9%と

比べれば低いが，着実に電気通信部門が育ってきたこと

を物語っている。

現在の電気通信行政をみると次のような組織図（第2

同）になっている。通信省電気通信局の傘下にブラジル

放送公社（RADIOBRAS），ブラジル電気通信欄（TELE・

BRAS），およびブラジル郵便・電信公社（ECT）があ

る。 TELEBRASは各州にある電話会社に50%以上の出

資を行ない，州の電話を統括すると同時に州際通話，国

際通話およびテレックス通信を専門に扱うブラジル州際

通信側（EMBRATEL）にも56%(76年〉資本参加して

いる。また約800あるといわれる小電話会社の監督も行

なっていて，名実ともに TELEBRASがブラジルの電

気通信を一元管理している。

TELEBRASは1972年11月に半官半民の株式会社とし

:ffi2関 ブラジノレの電気通信行政 (1976年〕

｛仕立！向令店1'/l¥,'i （政府州 ） 
士十l.•98 ＂り〉

（府保法人）

'f.,J52～！け.，J50",,1 ( fEl EHRAS) (TELEBRAS'i 
ν1,1",  97'.) ¥:''," 5'",,/ 

L一一寸七一七一一一一一一一一一ー’一ーー一一一一一一一一 ー一一一一一一J
251也1,,;,1,

（出所） 日本電信電話公社海外連絡室資料より。
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て設立された。同社の資料〔2〕によれば資本金は76年12

月末で90億6931万4265クルゼイロであり，その内98%

を連邦政府が所有してU、る。 1976年における同グループ

の事業収支を見ると，総収入175億4600万クルゼイロ，

総支出149億1000万クルゼイロで粗収益26億3600万クノレ

ゼイロであった。粗収益の総収入に占める割合は15%に

なっている。収入の内訳をみると，国内サーピス収入21

%，料金サービス収入36%，国際サーピス収入6%，そ

の他事業外収入等38%であった。

EMBRATELは65年に設立されたが， 72年に TELE-

BRASができた段階でその傘下に入った。｜司社の年報

〔3〕によれば資本金は， 76年12月末で53億8800万クルゼ

イロあり，そのうち TELEBRASカ＞56.15%の30億2522

万9976クルゼイロ所有している。次にシェアの高いのは

サンパウロ電話会社（TELESP）の23億135万5853クルゼ

イロ（シェア42.7%）でこの二社で資本金のほとんどを

占めていることがわかる。 76年における事業収支は，総

収入62億9128万4144クYレゼイロ，総支出58億6896万3354

クルゼイロ，および粗収益4億2232万789クルゼイロで

あった。総収入に占める粗収益の割合は， 6.7%である。

ところで TELEBRASグループ。の資本利益率を求め

ると実に29%の高収益率を示している。これは電気通信

事業の高収益性をブラジルでも示している証拠である。

電話加入を希望する人は，設備料（住宅用加入孟話は

76年で188.70クノレゼイロ）および TELEBRASの株式

購入料（住宅用は同17f1866クルゼイロ）を払わなけれ

ばならない。この株式購入は，電話を買う州の電話会社

たとえばリオデジャネイロ電話会社（TELERJ)等と

TELEBRASの資本金増資に向けられる。

近年における政府の電気通信政策は，基本的に国内の

民族資本重視になっている。組織的には上述したように

一元化された行政が可能になったが，各製品，機器メー

カーはまだ圧倒的に外国資本が強いからである。政府は

各製品部門別に民族資本の会社を少なくとも一社は設立

したいもようである。また73年8月の省令第591号によ

り，機器の国外調達は，国産品がある場合はできないこ

とになった。各機器の主要メーカーには下記の各社があ

る〔4〕。

交換機メーカー．

Standard Eletrica S. A. (ITT，アメリカ系〕

Ericsson do Brasil S. A. (Ericsson，スウェーデン

系〕

NEC do Brasil S. A. （日本電気， 日系）

88 

Siemens S. A. (Siemens，西ドイツ系）

Philips do Brasil S. A. (Philips，オランダ系）

Plesssy A. T. E Telecomunicai;:oes Ltd. (ATE, 

イギリス系〕

忍話機メーカー．

Siemens S. A.〔西ドイツ系〉

Ericsson do Brasil S. A. （スウェーデン系）

Standard El品tricaS. A. （アメリカ系〉

GTE Telecomuicac;oes S. A. (G. T. E.アメリカ系）

!GB-Control （民族系〕

公衆電話機メーカー：

Daruma Telecomunicac;oes Ltd. （田村電気， 日系〉

ICATEL （民族系）

伝送機器メーカー－

AEG-Telefunken do Brusil S. A. (Telefunken, 

西ドイツ系）

1冶］ettrado Brasil Ltd. (Fiat，イタリア系）

Auso-Eletr6nica e Telecomunicac;呂田 Ltd. (Gie-

mens，西ドイツ系〉

Thomson-CSF Equipamentos do Brasil Ltd. 

(Thomson，フランス系）

I G B---Control （民族系）

Unite! （民族系〕

Equipamentos Eletronicos （民族系）

ケープルメーカー：

Pirelli S. A. （イタリア系〉

ELECAB-Condutores Eletricos S. A. (Dodgeと住

友電工の合弁〕

Furukawa Industrial S目 A.（古河電工〉

Marsicano （藤倉電線の投資会社〕

Condulli （民族系〉

2. 電気通信事情

TELEBRASによれば，ブラジルにおける1976年の電

話状況は第1表に要約されるごとし住宅用稼動端末機

167万80凹台，事務用等の非住宅用稼動端末機77万7000

台，自営構内交換機（PBX)14万6000台，公衆電話2万

6000台で稼動端末機の合計は， 262万7000台であった。

孫電話等を含めた稼動電話台数は全部で403万6000台で

ある。 1964年をピークとするインフレーションの昂進し

た時期にあっては，公共サービスの設備投資がその収益

性の惑さ（公共料金は政府のコントロール下tこある〉の

ために落ちこんでいた。電話サービスもその例外ではな

く新規の設置台数はインフレーションの高いときは伸び
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第.q長国際通信システム第1；表 ブラジノレの電話台数
（単枚：1,000台）

�973年；
問年l附年f1976年

(1) 住宅用稼動端末機 1,04811.214 1 1.3幻I 1.61s
(2) 非住宅用稼動端末機 • 6241 . 6441 ’690! . 777 
(3) 自営構内交換機（PBX) 891 99/ ll9/ 146 
(4) 公衆電話 : 141 15 1 20: 26 

稼動端斗」機，;i i 1 , 11sl 1 , 97刻2,2011 2,62 
(5) 設置端末機JI · 2,0011 2,2611 2,579/ 3:41 
(6) 政号宇話台数 I 2, 61 2,91可丸372i孔03

（出所） TELEBRAS，＇‘Necessary Data”，Au巨. :10
1977. 
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悩んでいた。家事政権になり，インフレ ー ションも徐々
に下ってきて，しかもインフラストラクチャ ー としての
電気通信にカが入れられてきた69年頃から設置数も増え
てきた。これは68年から74 年まで続いたいわゆる「ブラ
ジルの奇跡」の高度成長期に対応してし 、 る。特に近年の
設置台数の伸びは著しい。

電話に対する需要は，供給を著るしく越えており，第
2表にみられるごとく，76年において需要の20%しか供
給がなされていない状態である。このため大きな超過需
要の存在に対して今後ますます電話の設備投資が必要な
ことが知れる。

EMBRATELの資料により州際および間際通信の設
備を第3表および第4表でみると，まず州際通信システ
ムに関しては，1976年で以下のようでありた。電話の設

！単位119 74年11975剤師年

(1）電 話 ｜ ｜ ！ ｜  
設関トランク（国外用）！トラγクス｜ 336/ 33 6/ 6 42 
1君主訪トランク（ 11 ) I " I 2s11 3331 432 

(2）テレックス I I I I 
設問トランク（国外用）｜トヲγグス｜ 8541 8 5 41 986 
稼動トランク（ 11 l I " I 4911 5 451 600 

（出所〉 第3表に同じ。

置トランクは6 万8571トランクス，稼動トランクは 4万
9422トランクス，一方テレックスに関しては，設置端末
数1万6730台，およひ鳴動端末数1万397 8台であった。
伝送路では，稼動音声回線が1万回08回線，電信回線が
5729同線である。その他にもデータ伝送，およびテレピ
センタ 一 等の諸設備がある。

！司際通信システムでは，電話に関して国際専用のトラ
ンクが設置数で642トランクス，およひ鳴動中で432トラ
ンクス，および国際専用テレックスが，設置数で986ト
ランケス，および稼動数で600 トランクスあった。伝送
に関しては，76年までに設置された77 4回線のうち衛星
仲継用（インテルサット使用〕が588回線，海底ケ ー ブ
ル用160回線，地上仲継用14回線，および短波（HF)12回
線とふりわけられている。

EMBRATELの利用状況をみると， まず州際電話に
関しては，75 年で1億1909万9 000コ ー ル（そのうち自動
による呼数は，8549万コ －

Jレ），76年で1億4560万コ ー

ル（自動による呼数は1億350万コ ール）であった。自
動（DDD）（注1）による呼数の75年に対する増加率は21%
であり，315地域が自動即時になった。

テレックス通信は，75年で5221万 930分，および76年
で6986万6 70分に達した。76年における設置端末数1方
6730台の州別分布をみると，経済活動の盛んな地域およ
び首都に集中しているのは興味深い。すなわちサンバワ
ロ州5700台（34%), リオデジャネイロ州3160台（19%)

第3薮 川際通信システム

｜単 佼 I 1973年I 1974 年 j 1975年

(1）電 話
設置トラング（自 動）
夜勤トランク（ " ) 

(2) テレックス
設置端末数
稼動 端末数

13）伝 送
音声阿線（稼動中）
電信回線（ " ) 

トランクス
” 

ムU
N

］
 
一
口l

 
害事

I/ 

（出所〕 EMBRATEL, 1975 Report; 1976 Report. 

19 76年

26,03 9 
2 0,040 

38,511 
25,507 

10,980 
6,2 60 

10,523 
2,7 60 

46,779 
3 3,058 

11,850 
10,022 

13,535 
3,644 

68,571 
49,422 

16,730 
13,97 8 

16,508 
5,729 

n. a.

4,019 

7,901 
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祭5表 ブラジルの図際通話， 1975年

発 信｜相 F I母

I，；，ェア｜ ！γ ェア
発信都 di I I 

｜（%）｜！｜（%）  

サンパウロ rliI 43. 71アメリヵ I36.2 
リオデジャネイロリiI 31.51 アルゼンチン l11.4 
ボルトアレグレ T1TI 3.4！イ タ リ 7 l 7.3 
ベロオリゾンテ市｜ 2.31 ポルトガル｜ 5.4 
ブヲジりア I 2目。｜フランス I 5.2 

ザルパドーノレ市｜ 1. 71 附 ドイ ツ 1 4.8 
カンピナス ihI 1.41イギリス I 4.5 
沙ントス市 I 1.41 11 本 I 3.0 
レンブェ市 I 1. 31スヘイ／ I 2.5 
グリチパ I有 I 1目21スイ ス I 1.8 
その他I16.11その他 I17. 9 

（出明〕 E孔1'BRATEL,1975 Repo付

リオグランデドスノレ州1180台（7%), ミナスジェライス

リ・M860台（ 5 %），および連邦区ブラジリヤ800台（4.8%)

等である。

国際通信では，ブラジルからの呼数が 75年で 127万

8000コーノレ（1153万26:50分の会話時間）および76年で184

万コール（同1530万分）あった。 76'年の184万コールのう

ち35%はダイヤル即時 (IODO)C注2）を通してのものであ

った。 76年現在EMBJ支ATELの交換台を通せば180カ国

に通話できる。また利用者が直接ダイヤルできる moo
システムは， 75年から始まり，初めアメリカとカナダに

続いて76年4月にイギリスを除くヨーロッパ諸問，また

9月から日本につながるようになった。その結果ブラジ

ル園内の61都市から世界の30カ国に直接ダイヤル通話が

できるようになってU、る。

1975年における国際通話の都市別発信状況と通話相手

国を第5表でみると，都市別にはサンバウ口市からのl司

際電話が一番多く43.7%を占めていた。次がリオデジャ

ネイロ市31.5%で，この2大都市で計75.2%も占めた。

一方相手国別では，アメリカ36.2%，アルゼンチン11.4

%，イタリア7.3%，ポルトガル5.4%と続く。経済関係

（特に外資や多国籍企業の活動〕や移民の本国との関係

でこれをみると興味深い。

国際テレックス通信は， 75年で237万コール〔747万分

の通信時間〕，および76年で274万3000コール（同845万

1000分〉あった。 EMBRATELのテレックスセンターは

179カ国と通信でき，圏内のテレックス利用者は， 96カ

国と直接通信できることになっている。その他衛星を利

用したテレビ受送信，音声や電信同線の賃貸等のサービ

スも行なわれている。

最後に第二次国家開発計両〔1975～79年〕と電気通信
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部門の関係をみてみよう。計画〔5〕によれば全投資予定

額は5年間で1兆7474億クルゼイロ（75年価格〉であり

そのうち電気通信関係投資額（ただし郵政事業も含む〕

は2.86%の500億クノレゼイロ，が計画された。年平均の

投資額はよって 100億クノレゼイロである。同計画書によ

る通信部門の79年における目標値は次のようなものであ

った。

電話台数 810万台

テレックス端末機数 2万2000台

しかしこの国家計画Iも73年末から始まった石油危機と
それにひき続く世界的不況の波により，特にブラジルは

原油消費の約8割を輸入によっているという構造のため

経済活動が減速し，計画の遂行が危ぶまれるにいたった

〔6］。政府は公共投資を選別的にするようになってお

り，特に 77年頃からは公共投資に上限を設けている。

TELEBRASの投資限度額をみると名目で76年 158億

4000万クルゼイロ（対前年32.4%増），に対し77年205億

9000万クルゼイロ（同29.9%増）であった。投資がこの

限度額一杯に行なわれたとしても， 76年および77年の物

価上昇率は，卸売物価指数でみてそれぞれ44.9%，およ

び35.5%であったので，実質的にはマイナス成長（76年

12.5%および77年一5.6%）することになる。

Cit 1〕 Direct Oistance Oialingの略。

(It 2〕 InternationalOirect Oistance Oialingの

野丹。

II ブラジルの電気通信マクロモデル

I. 情報化指数について

電気通信の経済活動に与える効果は小さくないと恩わ

れる。時間と距離を短縮することによる経済費用の削減

は大きい。翁気通信の直接的効果としては，情報が完全

になることにより市場が競争的になるメリットがある。

このことにより情報を独占することによる利潤は削減さ

れ社会的にみた費用は減少する。この価格効果の他に，

在窓操作が容易になり在庫費用（少ない在庫ですみ，在

意金利負担も軽減〕が減少する。電気通信のフ。ロジェクト

を評価する際，間接効果としてプロジェケト対象地域以

外からのその地域へのin-comingコールの増加が挙げら

れるが，このことは流通の円滑化，経済圏の広域化を意

味している。こうした間接効果の他にまた生活面におけ

る緊急連絡用として災害，人災，病気等における生命を

助ける経済効果は大きい。さらに消費活動，余暇活動に

おける電気通信サービスによるamenity向上の効果も非



常に大きいと恩われる。

通信投資の経済活動に与える効果をみるために直接・

間接のこれら効果を全て計量化することが喫ましいが，

今回は一つの試みとして情報どいわれるものを指数化す

ることにした。電気通信投資は情報水準を高め，それが

経済活動に活かされるからである。情報は通信のハード

ウェアを通してはじめて生産，消費活動に貢献している。

なお情報の公共財としての性格，あるいは情報伝揺にお

けるエントロピー理論はここでは割愛する。

昭和50年度の『通信白書（通信に関する現状報告〉』

は，先進諸国の情報化指数（注 I）を計測し比較している。

情報の最，あるいは情報の使われ方を示す指標として白

書では，情報の量 C1人当り通話度数， 100人当り新開

発行部数， 1000人当り書籍発行点数，人r」密度〕， コミ

ュニケーション・メディアの特性 (100人当り電話機台

数， 100世帯あたりラジオ台数， 100快帯当りテレヒ台

数），通信主体の水準（就業人口に占める第3次産業の

比率，該当年齢人口に対する高等教育機関の在学率），

および情報係数（個人消費支出中の雑費の比お）に分け

上記四つの側面につき，日本の数字を基準にして各国の

を指数化し悶側面の算術平均で情報化指数を作成して

いる。

経済活動における情報の役割を考えると，生産活動に

おいては，技術情報，要素，商品両市場の動向であり，

商社等の貿易活動では価格，運賃，保険等の情報が不可

欠である。さらに消費活動においては，価格や品質とし、

った諸々の情報が必要である。そこで今回は白書の指数

を拡大し，メデ、ィアだけでなく運ばれる情報（特に生産

活動を重視し，技術に関する情報〕を含んだものとした。

情報はメディア（あるいは情報システム）を通してはじ

めて活用される。そこでメディア（これはパーソナル・

メディアとマス・メディアに分れる〉と技術，さらにサ

ービス産業（情報移転の担い手として〕の四側面を代表

する指標を捜し，各々の指標の加重平均によって情報化

指数を作成し，それを経済モデルに組込むことにした。

マス・メデ、イア（MM），パーソナyいメディア （PM),

テクノロジー（T），およびサービス（S）を下記のように

分類して各指標をまずタイム・シリーズ・データで集め

る。

MM：－，，ス・メディア

テレビ台数（S,)

ラジオ台数（S,)

新開発行部数（F)

研究ノート

Pルf：パーソナノレ・メディア

電話機台数（Si)

電報通数（F)

郵便通数 （F)

テレヴクス加入台数（Si)

T目テクノロジー

特許登録累積件数（Si)

技術導入累積件数（Si)

コンピューター設置数（Si)

理・工学部卒業者累積数（S,)

S：サーピス

銀行店数 （S,)

証券取引高（F)

卸売・小売業生産高 （F)

国家公務員数（S,)

ここで（S，） とあるのは累積数，（町とあるのはフロー

である。メディアおよび情報が緩済活動に使用される際

には，ストックが使用されると考える。フローのものは

活動水準の活発性を示すものとして入れた。マス・メデ

ィアとパーソナル・メディア指標は問題ないが，テクノ

ロジーとサービスに関しては若干の説明を要する。

経済活動に必要な情報で重要なものは，技術革新に関

するものである。その意味で特許登録件数と技術導入件

数（いづれも累積件数〉を入れる。コンピューターは，

現在では計算作業としてよりは通信媒体（データ伝送〉

としての意味が大きくなっているが，ここでは新技術を

生みだす手助けをするものとして入れる。理・工学部卒

業者累積数は，技術革新を生みだす人びとであると同時

に，外国技術を吸収し，それを波及させる層として技術

の移転に重要な役割をはたすと考えられる。サービス業

に関しては，金融・証券市場，および流通機構の発達を

示す指標として銀行店舗数，証券取引高，卸売・小売高

を入れる。これらは経済活動を円滑にすると同時に情報

そのものを扱っているからである。また一般に国家公務

員のサービスも情報化の促進を通して経済活動を側面か

ら援助している。

15個の資料注2）はまず人口割りして1000人単位になお

され，続いて1970年を基準にした指数にされる。 MM,

PM,TおよびS指標は，各指数の単純平均で作られる。

次に情報化指数Qを下記のように定義する。

Q=w,MM＋叩2PM+waT+w,S (1) 

ただしWi, W2, W3，および w，はウエイトである。今回
は：気通信総合研究所のスタッフに対するアンケートに
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第7棄 日本の情報化指数

｜マス・メパーソナ｜ ｜ ｜ 
｜ み； 二｜テクノロ｜サーピス｜情報化

年度｜デイア指十・メア｜ジー ｜ ｜ 
｜様 ｜イア指標｜ ｜ ｜ 
I MM  I PM  I I J s I Q 

1960 I o.s1131 0.62叫 0.17叫 0.71611 0 .4947 
1961 I 0.54031 0.661引 0.21111 0.7552. 0.5304 
1962 I O. 70771 O. 67581 O目2570: 0. 7889 0. 5932 
1963 I o. 75901 O. 72631 o. 32031 o. 8432 O. 6476 
1964 I 0.80461 0. 74悶 0.38211 0.7785 0.6716 

1965 I o. 83181 o. 759剣 0.45521 0. 82811 0. 7101 
1966 I O. 85821 o. 78781 o. 55931 o. 8430! O. 7552 
1967 I 0.92871 o.82001 0.64721 0.83661 0.8061 
1968 I 0.95091 0.856引 0.75781 0. 9715 0. 8699 
1969 I o.97331 o.92叫 O邸司 1.00向 。9出4
1970 I 1. 00001 1. 00001 1. 00001 1. 00001 1. or川（）
1971 I 1. 01391 1. 017矧 1.17321 1.142引 1.()l十5
1972 I 1. 03381 1.10701 1. 36831 1. 403引 1.1910
1973 I 1. 05821 1.154訓 1.62031 1. 223引 1.2554
197 4 I 1. 07 421 1. 21861 1. 92121 1. 259日 1.3632
1975 I 1.08711 1.26631 2.286θI 1. 342創 1.4862

扇町－；1--I 4.9J•~~- 8 i 川 7.6

より，このウエイトを 2: 3: 2: 1とした。ノfーソナ

Jレ・メデ、ィアに掛るウエイトが高いのは，有益な情報は

電話やテレックスによって個別的に入るケースが多いか

らである。

ブラジルにおけるマス・メディア，パーソナル・メデ

ィア，テクノロジー，およびサービスの各指標とそれを

加重平均した情報化指数は第6表に要約される（元の各

データは資料2を参照）。これを参考のために日本につ

いて同様の作成法および同ウエイトで作った情報化指数
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と比較すると〔第7表），次のような点が知れる。まず四

側面の指標であるがプラジノレは，マス・メディアを除き

他の三つの指擦で年平均成長率が日本のそれを超えてい

る。ブラジノレは離陸期を終え中進国 (1人当り所得75年

約1000ドノレ〉の仲間入りをしたが，特に68～74年の経済

成長本は年平均11%という高いものであった。経済成長

が優先的に重視される結果，技術やサービ、ス，あるいは

ノfーソナル・メデ、ィアに関する産業中心の指標は急速に

伸びたが，大衆娯楽やマス・メディアとしてのラジオ，

テレビ，新聞等の発達はまだ成長率が低いといえる。ブ

ラジルのテクノロジ一指標の高い成長率は特にコンピュ

ーター設置が近年急速に行なわれたことに起因する。先

進国になると，情報メデ、イアの整備は大部分終わり，電

話等は飽和状態に近い（積滞が解消される）ところまで

くる。たとえば75年における 100人当り稼動電話台数を

みると，ブラジノレ3.1台に対し日本は40.5台となってい

る。そうなると一応ハードウェアとしての通信インフラ

ストラクチャーの伸びは小さくなり，日本のテクノロジ

ー指標の伸びにみられるように技術革新が一番発達する

ようになる。

こうした情況を反映して情報化指数の年平均成長率

は，ブラジノレ9.0%に対し，日本7.6%であった。ブラジ

ルの情報化指数のうち68年で落ち込みがみられるが，こ

れはパーソナJレ・メディアの中の電報通数の極端な減少

に起因している。電話と電報あるいは郵便の代替関係は

←一般的にはあると思われるが，その実証分析はまだ存在

しない。もし顕著な代替関係がある場合には，ここでの

指標づくりにどの項目を選ぶかは再考が必要となろう。

2‘ マクロ情報モデルの構築

モデノレビ、ルデ、イングにあたっては，通信投資と情報化

指数をモデルに陽表的に組み込むことに留意する。また

今回は試論的なものとして大型モデ、Iレではなく式数10本

位の簡素なモデルを構築する。基本モデ〉レを次のように

設定する。

Y=f(K,L, Q) 生産函数

C=f(Y, Q, C←，） 消費函数

Q=f(Io, Kc) 情報化函数

M=f(Y, Q, M_,) 輸入函数

lo=Y-C-X+M-Ic その他投資

K=K 1十Io+Ic 資本ストック

[,.=lc(l+-r1）’ （外生） 通信投資函数

Kc=Kc ,+le （外生〉 通信資本ストック

X＝文（1十η）l （外生〉輸出函数

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 

(8) 

(9) 

(10) 
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ように使用される情報がそれぞれの経済活動で異なるか

らと思われる。これらより結局ブラジルモデルは次の型

で推計された。

L=L(l+r,)' （外生〕 労働函数

（ただしー1は一期前を指す先決変数〕

まず情報モデルなので前述した情報化指数Qを生産

Y，消費C，および輸入Mに入れる。電気通信投資 J，， は

外生変数として，この値をいろいろ変えた時の他変数へ

の影響を見れるようにする。各構造方程式の説明をする

と，まず生産函数y（付加価値の国内総生産額をとる〉

においては，一般に労働Lと資本Kの技術的関係によ

って生産が決まる。ここに技術とその技術を伝機する情

報メディアから作成された情報化指数Qを入れる。消費

行動Cにおいては，宣伝あるいは情報が消費者－の消費決

定に大きな役割を占める。 よって Brown等の説明変数

である所得Yと一期前の消費c，といろ形に情報化指数
Qを入れる。また輸入業においても今日の商社活動は情

報とそのメディアの役割を抜きにしては考えられない。

よって輸入閣数Mにも所得 Y と一期前の輸入 .~L，の他

にQがはいるものと思われる。ただ厳符にし、えば，生産

に必要な情報，消費に関係する情報，あるいは輸入に効

く情報はそれぞれ異なるはずで，今回のように特に情報

化指数が技術に関する情報に偏してヤる場合には生産i割

数にはよいが，消費および輸入函数ではQがうまく効か

ない恐れがある。

情報化指数Qは，電気通信投資のストック K，.がj特え

ることにより増加する。また経済活動水準を示す設備投

資ん（電気通信投資を除く政府と民間の総固定資本形成

で表わす〉にも誘発される。電気通信投資leは外生で年

成長率r，と初期値を与えられて体系外で決めんれる。そ
の結果電気通信投資のストック Kcも外生となる。なお

輸出Xと労働Lも外生変数で初期値と成長男：tnおよび

r，を与えられて挿入される。その他投資Lは国内総生産
と総支出の恒等関係から16）式で決められる。

推計にあたっては，ブラジルの1961～75年時系列デー

タ（15観測数）を用い，価格評価はインプリシット・デ

フレーターを用いて1970年価格に統ーした（資料〔 1]参

照〕。各構造方程式は全て線型と仮定L, 同時体系なの

でパラメーヲー推計には二段階最小ご釆法（2SLSM）を

月jいた（／t3）。

3. ブラジルモデルと計測結果

まず基本モデ‘lレで推計を行なったが生産財数に関して

は，資本K，労働 L, および情報化指数Qが相互に高

い相関関係を示し，多重共線性が発生したので労働Lを

説明変数から落した。また消費函数と輸出関数に情報化

指数Qを入れることにも失敗したほ4I。これは前述した

i
 
1
 
1
 
（
 

「1

トム 1

卜A.ll
I 1 1 

.1" 一A2lfY1 (A, 1 
II CI IA＋緬 C I I I I I 4－「.£16＇－← 1 I 

1 A 11 0 I I A +A K I L--<H 11 !,,t l=I .t-l.7-t" .ti.9 1'.c ｜臼幼
11 Ml I A,o+A,2M ii 

一1 1 11 Io I I -X-Ic I 
-1 1 llKJ lK＿，十le J 

推計結果は次のとおりである。

.41 A, A3 
Y =219.623+0.2359 K+560.396 0 

(1.564*) (1.132) 

R＇ニ0.9880 S=69.55 DW=0.5272 
A, ..45 Aa 

（日，58.9603十0.7466Y十0.05717C 1 
( 4.412**) (0.233) 

R'=0.9988 S=17.23 DWニ 1.1216

A, As A. 
Qニ0.11025+0.00086[0+0.00827 Kc 

( 1.687*) (3. 751料）

R'=0.9830 S=0.062 DW=l.3381 

{I司

(14) 

(15) 

Arn A11 A,2 
Mニー59.9955+0.07961Y十0.59296M1 

(4.246料） (4.306**) 

R'=0.9912 S=9.54 DW=13373 

ただしR＇：重相関係数， S：標準誤差， DW：ダーピ
ン・ワトソン比，パラメーターの下の括弧内はt検定値，

料印は有意水準5%, ＊印は同20%である〔7〕。重相関

係数が非常に高いのでフィットは良好であると思われ

る。推計されたパラメーターを用い（12！式により理論値を

計算する。外生変数の輸出Xは，初期値Xao=71.9，年

平均成長率九＝0.083（冊子5年の元データによる年平均

成長率〉，および電気通信投資Lは，初期値 lc,uo=2.4,

成長率ri=0.171(60～75年の元データによる年平均成長

井つを与える。先決変数はc•• =825.7, Kc,Go=35.7, Meo 
二 92.9,Kso=l790.7を入れる。

第8表が理論値であり，第3-1～3-6図は現実値と理論

値をグラフにしたものである。国内総生産Yに関してい

えば，現実のデータにおける1960～75年の年平均成長率

7.4%に対し，理論値の年平均成長率は 8.3%とややii)j

L、。ただしグラアでみるとおり国内総生産，消費支出，

輸入は非常に当てはまりがよい。情報化指数は67年まで

はフィットがよいが68年からは現実よりやや大きめに理

論値がでている。また資本ストックは過少推定になっ

た。貿易収支を参考のために表に載せたが，現実値では

61, 62年および67年以降が赤字になっている。一方理論

(1同
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第8表 ブラジノレモデルの理論的（1970年価怖＃価〉

（単位．億クノレゼイロ〕
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値では70年から赤字に転じている。

4. 電気通信投資の経済効果

電気通信投資の情報促進効果，および国内総生産への

効果にしぼってみよう。同式左辺の係数マトリックスの

逆行列をn，そのエレメントをあjとするとYおよびQは

次のように表わせる。

Y=b11 A1十h1,(A4 +. 1, C-,) +h" (A,-+ Ao K,・) ート

bu (A,o十r112M-1)+h"( X-Ir）十

b16(K－， トIr) 117) 

Q=ba, A,+bdA,+.1. C ,) +haa(A,+A, K，・） 十

ba, (A10+ A1e lv! 1) +b35 ( -X-Ir) + 
b:1• (K-1十Ir） 同）

よって同期でみた電気通信投資［，，・のYおよびQへの効

果は他の先決変数および輸出Xを一定とすれば次のよう

ーハリ1γ 
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ヴ
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0 _Q =b,,. A, -・bss+h.10 Ole 0" ＂山山

=1.2121 xo .oos21-o. mm +0.0001 

=0.0090 i'.!O) 

これらより 1億クルゼイロの電気通信投資は5.46億ケ

ルゼイロの国内総生産増加をもたらすことがわかる。ま

た情報化指数は l倍、クルゼイロの同投資でO削 90ポイン

ト上昇する。

同i式は電気通信投資の投資乗数と考えられる。次にモ

デルを61年から75年まで廻した理論値による電気通信投

資の所得増分効果を計算すると次のようになる（注5）。

J Y !':,,-Y61 2018.44 h 

ニー 一一一 ＝←一一一 =88.49 白11 r;. L』，，，－［，.，.， 22.81 -

さらに電気通信投資の所得弾力性を理論値から計算する

と1962年に対しては

(~r) =3.36 
J Y/Y "' 

1975年に対しては

位司

l
 

nHυ 1
 
（
 

(-JH.左ド1.31 倒
J Y/Y ,, 

となる。日本における電気通信投資の所得弾力性は1以

FとU、われるので，それに比較すればブラジルの場合は

弾力性が高く，低下傾向があるものの通信インフラスト

ラケチャーへの需要はまだ非常に強いといえる。

5. モデルによる予測シミュレーション

このモデノレを用いて簡単な予測を行なってみよう。第

I節－－2で述べたようにブラジルは現在インフレーショ

ン，対外債務累積等の問題をかかえ，政府の公共投資は

非常に選別的になっており石油開発，製鉄，化学等を除

けばプライオリティが下げられてU、る。その結果通信部

門の投資は今後しばらく実質でマイナス成長が続くと恩

われる。また貿易に関しては，厳しい輸入コントロール

9ラ
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第？表 シミュレーションによる各変数年平均成長率（1976～85年〉 （単位：%〉

I'"+" I 消i•tHTo千円－~~A－－［伝子一；指数
シミュレーション 1
輸出成長率 15~ 
電気通信投資成長率 o I 9.9 9.8 10.1 12.8 11.3 9.2 
シミュレーション 2
輸出成長率 15~ 
電気通信投資成長率一 5 ｜ 9.1 8.9 8.8 12.0 10.8 7.6 
シミュレーション 3
輸出成長率 15~ 
電気通信投資成長持； ー10 I 8.3 8.2 7.6 11.3 10.4 6.2 
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霧m長 シミュレーション 3C年平均成長率仮定， X:15%，およびle:-10%) 
（単位：億クルゼイロ， 1970年価格〉

; (~ t ｜情報jヒi~J~ I :·1~ ~ ｜相医 内 ｜ ｜ トエの他i資本スト｜総 出｜電気通信｜｜指数｜ J 、 I I I ｜資本
消費支出Ir, """' I輸 川 I I ！投 資｜ L 貿易収支

総生産 ｜いて1)I 1投 資1ヅ？HIC外生）｜（外生） I c4，生〉
y C I Q I M Io I K:. I X I le I Kc X-M 

1976 I 3,257.34 2,622.伺I 2.29悶必1.711 740.341 7,424.問 272.891 23.131 186.831 -128.81 
1977 I 3,600.81: 2,897.091 2.549制 464.881 833.94' 8,278.931 313.8刻 20.811 207.641 -151.05 
1978 i 3,957.66 3,179.19: 2. 786引 530.741, 929.57i 9,227.241 36ο.90', 18.7剖 226.381-169.84 
1979 I 4,326.39 3,470.601 3.0070'1 599.15! 1,023.0510,267.161 415.031 16.861 243.24 -184.12 
19so I 4,706.38, 3,770.941 3.21021 66θ 凶9711,112.9411,395.281 477.2到 15.1引 258.411-192.68 

1981 I 5,096.391 4,079.271 3.39641 743.021 1,197.5912,606.531 548.881 13.6矧 272.071-194.13 
1982 I 5,494.411 4,394.041 3.56必I 818.0211,274.8713,893.倒 621.221 12. 291 284. 361 -186. 79 
19町 I5,897.45' 4,112. 9:11 3. 71451 894. ss: 1,342.1315,246.叫 725.901 11.0矧 295.431-168.67 
1984 I 6 301. 35 5 032. 691 3. 843引 972.13i1.396.0416 652.8創 834.791 9. 95! 305. 381ー137.34
1蜘 I6,700.叫日必叫 3倒叫 1,049.叫1;432.4718,094.叫蜘叫 8州 314.ぉ.j -89.88 

問成長I 8.:1 l 8.2 I 6.2 I山 I 7.6 I 10.4 I 15.0 I -10.0 I 6.0 I 1976～85年I I I I I 

本（%） I I I I I 
〔注） 初期偵： C,,,=2,:108.0, Kc,;5=]63.7, Af1,=341.:l, K75=6,660.7, X,,=237.3, Ic,75=25.7 

（たとえば鈴入担保金制度（注6）等）を行なう一方事会出促

進のためのさまざまな恩典（たとえば工業製品輪出に関

しては工業製品税や商品流通税を免除等）が施こされて

いる。そこで予測を行なうに際し，外生変数である議出

Xと電気通信投資Lの年平均成長率を次のように仮定し

よう。

輸出に関しては， 1968～75年の実質年平均成長J挙が使

用データから13%であり，また第二次同家開発計画の実

質年平均成長率が20%を予想、したことから，その間の

妥当な線として15%を採用する。第二次国家開発計I扇jの

数値は，オイルショック古1fのデータを用い，全般的に渦

大推定であることは前述したとおりである。電気通信投

資に関しては実質年平均成長率0%, -5 %，および－

10%の3ケースについてシミュレーションを試みる。初

期値には75年の実現値（C,5=2308.0,M75=341.3, K75ユヱ

6660.7,lc,75二二25.7,Kc,75=163.7，およびX75=237.3)

を入れモデルを1976年から1985年まで閉す。

シミュレーションの結果は，第10～12表に示される。

各内生変数の1976～85年における年平均成長率を要約し

た第9表でみると，シミュレーション 1C輪出成長率

X: 15%，および電気通信投資成長持&lo: 0 %）の場合，

国内総生産 Yの伸び率は年平均で9.9%，および情報化

指数Q:9.2%であった。シミュレージョン2(X: 15% 

およびle：ー5%の仮定）によればYの成長率9.1%，お

よびQの成長率は7.6%に下る。さらにシミュレーショ

ン3(X: 15%，およびle:-10%の仮定）の場合，経済

成長率（Y)は8.3%，および情報化の進F畏（Q）は6.2%

になることがわかる。

総合物価指数の近年における伸び率は， 76年46.3%,

77年38.8%，および78年約40%C予想値〉と推計され，

インプレーションが再燃している。そのため電気通信投

資が名目で30%で伸びたとしても，実質ではインフレ率

を40%としてー10%の成長でしかない。今後しばらくイ

ンプレーショがj急激に下る見込みがない点と，政府の公

共投資が削減されている状況に鑑みんの実質成長率

一5%，および輸出15%を仮定すると，少なくとも1981～
82年まではこの仮定はほぼ妥当な線と恩われる。いずれ

にしてもシミュレーション2でみた場合のブラジル経済

は， 1985年で国内総生産7123億クJレゼイロ（ただし1970

q三価格評価，以下同じ），消費支出5679億クルゼイロ，

電気通信投資を除くその他投資1581億クルゼイロ，翰入

1113億クノレゼイロ，および資本ストック計で1兆8689億

クルゼイロの規模になることがわかる。また情報化水準

は1970年の約4.5倍になることが推計される。さらに貿

易収支を参考のためにみると， 76～85年の問赤字が続く

（ただし1970年価格でみていることに注意〉が，赤字の

ピークは1982年の216億クルゼイロであり，その後減少

し85年には約153億クノレゼイロの赤字で77年水準に戻る

ことが知れる。ブラジJレ経済は予想以上に活力があり，

電気通信投資が実質で－ 5%の成長であっても，経済全

体としては9.1%の比較的高い成長を維持できることは

興味深い。

（注 1) 情報化指数の国際比較を行なった先駆的業

譲として KomatsuzakiS., ＇‘The Role of Telecom-
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munication in Post-industrial Society Toward 

Humanized Society，＇’ Research Institute of Tele-

communications and Economics, March 1970. 

（注2) ブラジルの場合データ制約から特許登録件

数と濁家公務員数のヂータが入手できなかった。なお

資料については資料解説と資料2を参照。

〈注3〕 計算に際」ては，当研究所統計部IBM370

モデル138を使用し， Yale大学で開発されたTSPの改

訂版 Programfor Econometric Computation (PEC) 

で計算した。

〈注4〕 河南数ともQの符号条件が合わなかった。

消費および翰入函数の推計結果は次の通η。

C=49.1862十0.7579 Y-32.8127 Q+0.07599 C , 
(4.161) （ー0.328) (0.287) 

R2=0.9988 .5=18.20 DW=l.197 

M=-97. 7969+0.1917 Y-134.66Q十0.5006M.1
(4.204) (-2.671) (3.696) 

R2=0.9927 .5=9.07 DW=l.750 

（注5) このモデルの動学的特徴につし、てお一千ふれ

ておく〔8〕。今ラグオベレータ－ L(Lkx(t)=x(t-k), 

k=O, 1, 2……）を用いて仰）式を書き換えるとll O - 0- Y -a, l-a6L o o o o II C I 

0 0 1 0 -aa O II Q I 
-au O O l-a12L O O II Ml 
-1 1 o --1 1 o 11 I。｜
0 0 0 O -1 1-L八KJ

C(L) y 

lf ・ I I ~rti 
C* X 

行列表記で

C(L）・Y=C*X :. Y=C(L)·1,C*•X 

長期均衡においては LOニL1=L2…＝lだから C（りを

入れて Y=C(I)・1,C*Xとなる。

C(I)・1,C＊を動学菜、数と呼ぶ。

パラメーターを入れて計算すると

( y.「「519.93+2.4766X , 

IC I I 474.22十l.9611X I 
IQ I I o.1102s-o.0009 Ic十0.00827Kc I 
I Ml I -45.70+0.4844X I 

II。I I -le I 
しKJ l 1011.43十10.5002X +2 .0528 /c-19.65Kc J 
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すなわち長期均衡解においては投資はゼロ（ん十lc=O

になり，所得 Y，消費C，輸入M1立電気通信投資leに

は関係なく，外生の輸出 X のみに依存するようにな

る。また情報化指数Qに関しては，電気通信投資の動

学采数は 0.00737(-0.0009lc+0.00827 leより）とな

る。

(I:主6) 1975年12月より輸入許・nr書の発給に'1,iり叫
該翰入商8古の FOB価額相当のクノレゼイロ資金を360[l 

問中央銀行に強制預古Eする骨司IJ!支。

ill 要約と今後の課題

ブラジルにおける電気通信投資が，情報の活発化を通

していかにマクロ経済に影響を与えているかをモデル分

析した。まず初めにブラジノレの電気通信，情報化水準で

あるが，同国の通信部門は， 1967年の通信省創設，およ

びブラジル電気通信株式会社（TELEBRAS),1972年の

設立をもって整備発展してきたといえる。この政府持株

会社である TELEBRASは，ブラジル州際通信（EMB・

RATEL，都市問， 州、l問，および国際間の通信を担当），

25の各州電話会社，およひや約800の小電話会社を統括し，

ブラジノレの電気通信を一元管理している。他に通信省の

下にブラジノレ放送公社（RADIOBRAS), およびブラジ

ル郵便電信公社（E.C.T.）がある。

情報水準を示す指標として情報化指数を作成した。マ

ス・メヂィアとしてのテレピ，ラジオ，新聞，パーソナ

ノレ・メヂィアとして電話，電報，郵便，テレックス，技

術指標として技術導入件数，コンピューター，理・工学

部卒業者，サービス部門から銀行店，証券取引高，卸売・

小売高を選び，これらの加重平均から情報化指数が1970

年をベースで計算された。ブラジルの情報化指数は1960

～75年で年平均9%の成長率を示しており，日本のそれ

(7.6%）より成長が早い。これは，日本のように通信部

門のインフラストラクチャーが一応完備し終ったのと違

い，ブラジルが64年の軍事革命以後急速な近代化（それ

にともなう各インフラストラクチャーの整備）を進めて

いることの証左であろう。

電気通信投資が情報化水準を引き上げ，技術等の情報

がこれらメディアを通して経済活動に活用されるさまを

簡単なモデルで分析した。モデ、ルは内生変数6個（圏内

総生産，消費支出，電気通信投資を除く投資支出，輸入，

資本ストック，および情報化指数）， および外生変数3

個（電気通信投資，電気通信資本ストック，および輸出）

よりなっている。同時体系ではあるが電気通信投資を外



生として電気通信投資のストックが情報化指数の関数に

入り，さらに情報化指数が生産函数にはいるという経路

を考えた。このモデ、ノレを1961～75年のブ、ラジルの時系列

データで推計した結果，電気通信投資の投資乗数は5.46

（すなわち 1億クルゼイロの電気通信投資で5.46億クル

ゼイロの所得増加〉， および 1億クルゼイロの電気通信

投資で情報化水準は1970年を 1とした指数で0.009ポイ

ント上昇することがわかった。また直接的な情報化指数

の生産拡大効果caY;a Q）は 1ポイントにつき約560億ク
ノレゼ、イロであった。またブラジノレの電気通信特に電話に

対する需要は強く76年で供給は需要の20%しか満してい

ない。その結果通信投資の所得弾性値は大きく 75年で

1.31であった。

このモデルを用いて簡単な予測を行なった。その際外

生変数である輸出および電気通信投資の成長率を実質で

それぞれ15%，およびー 5% （公共投資がインフレーシ

ョンと不況を反映して削減されている事情に鑑み〉と仮

定すると，少なくとも1980年までこの状態が続くとして

80年のブラジル経済は，国内総生産4816億クlレゼイロ

（ただし1970年価格評価〕，情報化指数は3.37(1970年＝

1），および貿易収支は約206億ドルの赤字になることが

推計される。

ところで今後の課題として若干の問題点を指摘してお

しまず情報化指数であるがこの項目の選び方および加

重平均のウエイトのつけ方にはまだ試行錯誤が必要と思

われる。情報メデ、ィアの項目でお互いに代替的なものが

あれば指数は結果として伸びないであろう。またモデル

にQを入れる際今回は，消費菌数と輸入凶数に入れるこ

とに失敗した。これも指数を作る時に，生産や消費に必

要な情報，輸入に必要な情報等はそれぞれ異なるはずな

ので，指数をたとえばQy,Qc, Qmと区別した方が良い

かも知れない。国民所得統計の新推計値（注IJを用いたり

情報化指数で資料がなくてトレンドで推計した値等は新

しい資料で再度計算をした方がよいだろう。経済部門を

多部門にしたり，情報化指数を分割したりする式数の多

いモデノレは今後の課題であるが，ここではデータ制約に

もかかわらず簡潔なモデルで電気通信の経済効果を一応

見ることができたと思われる。

（注 1) Vargas財団， Conjuntura Econ6mica, 

Julho, 1977. 

〔資料解説と資料〕

ブラジルの国民所得統計および通信関係の指探等はす

研究ノート

ペて電気通信総合研究所『開発途上国における電気通信

の役割』昭和53年3月，で用いた資料を使用した。ただ

し電気通信投資，電気通信資本ストック，および情報化

指数に関しては若干の説明を必要とする。まず電気通信

投資leであるが， 1967年以前に関しては1968～75年の電

話台数と電気通信投資の値から電話の新規設置一台当た

りの平均投資額（5700クルゼイロ〉を電話台数の増分に

掛けて作成した。電気通信の資本ストックに関しても同

様で，はじめに， 1948～59年の電話台数を， Log（電話〉

ニa+blog t （ただしtは年〕の式で1960～75年のデータ

を用いてパラメーター推計し，その理論値として出し，

次に電話台数の毎年の精分に 5700クルゼイロを掛けて

1949～59年の各年の電気通信投資を推計した。そして各

午の投資の累積で， Kc，叫＝I; le, t=35. 7億ク 1レゼイロ,=•• 
とした。なお通信投資全体に占める電気通信投資は，ブ

ラジルの場合約197%に達しており，このモデル分析では

通信投資を電気通信投資で近似させている。

情報化指数Qに関しては，電気通信総合研究所で使用

したQには技術の項目で技術導入件数がはいっていなか

った。今回技術料，パテント，商標使用料等の海外送金

額が1967～74年に関して入手できたので，両対数のトレ

ンドで推計したノミラメーターを使い1960～66年，および

1975年についてまず海外送金額を推計した。もしロイヤ

1レティが技術導入1件につき一定ならば海外送金額は，

ある年をペースにした指数にすれば！，ほぼストックにお

ける毎年の技術導入件数を表わすと思われるので，この

方法で推計した。そしてそれをQの中に含めた。もちろ

ん技術導入件数そのものの資料が入手できる場合には今

後修正した方がよいと考える。以下に今回モデル分析で

用いた資料を掲載する。

〈参考資料＞

〔1〕 電気通信総合研究所『開発途上国における電気

通信の役割』，昭和53年3月

〔2〕 TELEBRAS，“NecessaryData”， Aug. 30, 

1977. 

〔3〕 EMBRA TEL, 1975 Report, 1976，および1976

Report, 1977. 

〔4〕 Interinvest,Guia Interinvest, 1975. 

〔5〕 Secretariada Planejamento, II Plano Na-

cional de Desenvolvimento, 1974. 

〔6〕 加賀美充洋， 『年次経済報告ーブラジノレ1977年
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